
◆会計別歳入歳出予算

【一般会計の特徴】

◎過去最大の予算規模であった前年度とほぼ同規模に。

　　令和２年度の一般会計予算額は634億円で、令和元年度と比較して0.1パーセント、

　8千万円の減少となっています。これは、過去最大の予算規模であった令和元年度と

　ほぼ同規模です。

 　　歳入のうち主なものとして、根幹となる市税収入は、前年度と比較して1.1パーセント、

　3億1千万円増の287億2千万円を計上しました。また、財政調整基金からの繰入金として、

　前年度と比較して5億円増の25億円、公共施設等再生整備基金からの繰入金として13億7千万円を

　計上しました。このほか、市債を57億7千万円計上することなどにより財源確保を図りました。

　　次に、歳出のうち主なものとして、普通建設事業費では、谷津小学校の校舎改築工事や

　大久保地区公共施設再生事業で減額となる一方で、新消防庁舎の建設工事が本格化することや

　ＪＲ津田沼駅南口第二自転車等駐車場の取得費などで増額となり、前年度と比較して、

　6千万円増の88億3千万円を計上しました。

　　また、子ども・子育て支援の充実や障がい者支援などの扶助費は、前年度と比較して、

　13億4千万円増の151億6千万円、過去に発行した給食センター建替事業や

　臨時財政対策債などの地方債の償還に要する経費である公債費は、

　前年度と比較して、4億1千万円増の51億7千万円、それぞれ計上しました。

　　またこの他に、継続費として、旧庁舎等解体事業、（仮称）向山こども園整備事業、

　一般廃棄物処理基本計画策定事業、農業振興地域整備計画改定事業、

　新消防庁舎建設関連事業費、小学校長寿命化改修事業、第二中学校校舎改築事業について、

　新規に設定しました。

　　さらに、債務負担行為として、住民情報オンラインシステム費、鷺沼第三児童会施設賃借料、

　京成実籾駅・京成津田沼駅南口自転車等駐車場コンベア賃借料、都市計画道路用地の取得費、

　消防指令管制システム（個別整備分）賃借料など17件について、新規に設定しました。

公 営 企 業 会 計 合 計 24,159,800 24,064,000 95,800 0.4%

全 会 計 合 計 116,178,798 115,140,047 1,038,751 0.9%

水 道 事 業 会 計 3,317,700 4,615,000 △ 1,297,300 △ 28.1%

下 水 道 事 業 会 計 11,667,500 10,182,600 1,484,900 14.6%

特 別 会 計 合 計 28,618,998 27,596,047 1,022,951 3.7%

ガ ス 事 業 会 計 9,174,600 9,266,400 △ 91,800 △ 1.0%

介 護 保 険 特 別 会 計 12,511,176 11,780,365 730,811 6.2%

後期高齢者医療特別会計 2,229,894 2,051,306 178,588 8.7%

一 般 会 計 63,400,000 63,480,000 △ 80,000 △ 0.1%

国民健康保険特別会計 13,877,928 13,764,376 113,552 0.8%

議案第1～4号
令和2年第1回定例会議案勉強会資料

財政課
R2.2.13

令和２年度当初予算案のポイント

（単位：千円）

令和２年度予算額 令和元年度予算額 比較 増減率

1



【国民健康保険特別会計の特徴】

　令和2年度はこれまでの異動状況を勘案した中で、加入世帯を20,270世帯（対前年度比1.6％減）、

加入者数を29,800人（対前年度比4.2％減）で見込み、1人あたりの保険給付費は増加傾向にあること

を考慮し、歳出総額は13,877,928千円（対前年度比0.8％増）と見込んでおります。

　主な歳出としては、保険給付費で9,771,597千円（0.6％増）、国民健康保険事業費納付金で

3,614,222千円（0.5％増）です。

【介護保険特別会計の特徴】

　平成30年度から令和2年度までの第7期介護保険事業計画の3年目として、

第1号被保険者数39,897人、要介護・要支援認定者数7,250人を見込んでおります。

【後期高齢者医療特別会計の特徴】

　75歳以上（一定の障害がある65歳以上）の人を対象とした後期高齢者医療制度は、県内54市町村で

構成する「千葉県後期高齢者医療広域連合」が運営します。市は、主に保険料の徴収事務や

各種申請の受付等の業務を行います。

　この後期高齢者医療制度において、医療費にかかる費用負担としては、患者負担を除き、

公費約5割（国4・県1・市1）、現役世代の支援金（若年者の保険料）が約4割、保険料が約1割

となっております。

　なお、令和2年度の後期高齢者医療制度の加入者数は22,435人（対前年度6.0％増）を見込んで

おります。

『予算編成方針における重点事項』              　     【具体的な主要事業は７～１１頁参照】

※　子どもが健やかに育つ環境の整備を推進すること

※　未来をひらく高水準な教育と生涯にわたる学びを推進すること

※　誰もが健康を維持できる保健・医療・福祉を充実すること

※　公共施設等総合管理計画に基づく取組を推進すること

※　経営改革大綱の着実な実行により、財政健全化を推進すること
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一般会計の分析

(単位：千円）

構成比　％

１．市 税 45.3

２．　地 方 譲 与 税 0.5

３．利 子 割 交 付 金 0.0

４．配 当 割 交 付 金 0.2

５．株式等譲渡所得割交付金 0.2

６．法人事業税交付金 0.3

７．地方消費税交付金 5.5

８．環境性能割交付金 0.1

９．地方特例交付金 0.2

10．地 方 交 付 税 1.8

11．交通安全対策特別交付金 0.0

12．分担金及び負担金 1.1

13．使用料及び手数料 2.2

14．国 庫 支 出 金 15.0

15．県 支 出 金 6.0

16．財 産 収 入 0.1

17．寄 附 金 0.0

18．繰 入 金 8.2

19．繰 越 金 0.8

20．諸 収 入 3.4

21．市 債 9.1

自動車取得税交付金 0.0

100.0

　◆　2款～9款、11款 譲与税・交付金

　　　主な増加要因は、地方消費税交付金（＋580,000千円）、法人事業税交付金

　　（＋203,000千円）です。

　　　一方、主な減少要因は、子ども・子育て支援臨時交付金（△220,000千円）です。

　◆　10款 地方交付税

　　　普通交付税は、対前年度比120,000千円減の1,000,000千円、また、特別交付税は、

　　対前年度比5,000千円減の120,000千円を計上しています。

合      計 63,400,000 63,480,000 △ 80,000 △ 0.1

　【主な増減理由】

　◆　１款　市税

　　　主な増加要因は、固定資産税（＋355,662千円）、個人市民税（＋181,001千円）です。

　　　一方、主な減少要因は、法人市民税（△325,207千円）です。

5,767,200 7,054,200 △ 1,287,000 △ 18.2

0 62,000 △ 62,000 皆減

500,000 500,000 0 0.0

2,126,057 2,070,683 55,374 2.7

4,842 4,637 205 4.4

5,217,261 3,679,473 1,537,788 41.8

3,817,702 3,449,702 368,000 10.7

61,497 2,298,368 △ 2,236,871 △ 97.3

1,383,551 1,317,158 66,393 5.0

9,518,837 8,455,622 1,063,215 12.6

16,000 16,000 0 0.0

724,421 1,008,350 △ 283,929 △ 28.2

151,000 372,000 △ 221,000 △ 59.4

1,121,105 1,245,403 △ 124,298 △ 10.0

3,465,000 2,885,000 580,000 20.1

40,000 20,000 20,000 100.0

101,000 173,000 △ 72,000 △ 41.6

203,000 0 203,000 皆増

15,000 30,000 △ 15,000 △ 50.0

152,000 156,000 △ 4,000 △ 2.6

28,724,064 28,418,042 306,022 1.1

290,463 264,362 26,101 9.9

【歳入の状況】

款 令和2年度予算額 令和元年度予算額 比  較 増減率　％
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　◆　１8款 繰入金

　　　主な増加要因は、公債費償還の財源として市債管理基金（＋550,000千円）、財政調整基金

　　（＋500,000千円）、ＪＲ津田沼駅南口第二自転車等駐車場取得に係る財源などとして

　　公共施設等再生整備基金（＋419,986千円）です。

　◆　２1款 市債

　　　主な増加要因は、新消防庁舎建設事業（＋1,286,000千円）、旧庁舎等解体事業

　　（＋407,900千円）、市道整備事業（＋235,900千円）です。

　　　一方、主な減少要因は、大久保地区公共施設再生事業（△1,267,200千円）、

　　谷津小学校校舎改築事業（△909,800千円）です。

　　　また、臨時財政対策債は、前年度比490,000千円減の1,010,000千円を計上しています。

基 金 の 活 用
　各施策を推進し、市民サービスの充実を図るために、基金(貯金)を有効的に活用します。

○ 財政調整基金繰入金  25億円　≪対前年度比　＋5億円≫
⇒　市民サービスの充実のために各事業の財源として活用します。
【財政調整基金残高（各年度末）の推移】
　H30　48億2千万円　→　R1見込　44億2千万円　→　R2見込　19億2千万円

○ 公共施設等再生整備基金繰入金　13億7千201万6千円
　≪対前年度比　＋4億1千998万6千円≫
⇒　ＪＲ津田沼駅南口第二自転車等駐車場取得事業や谷津小学校校舎改築事業の財源として
    活用します。

○ 環境整備協力費基金繰入金　9千30万8千円　≪対前年度比　△478万2千円≫
⇒　小学校施設改善整備事業、中学校施設改善整備事業など学校施設整備の財源として活用します。
　　この財源を活用することで、令和2年度は、約2億5千万円の事業を行うことができます。
　　【ボートピア習志野からの環境整備協力費を活用】

○ 市債管理基金繰入金  11億円  ≪対前年度比　＋5億5千万円≫
⇒　「はばたき債」などの市債の償還のための財源として活用します。

※一般会計の全基金残高の令和２年度末見込み
　　１２３億円　（令和元年度末見込み１６９億円、△４６億円）

　◆　１4款 国庫支出金

　　　主な増加要因は、国庫負担金で、子育てのための施設等利用給付交付金（＋293,955千円）、

　　子どものための教育・保育給付費交付金（＋235,701千円）、障害者自立支援給付費負担金

　　（＋161,026千円）です。また、国庫補助金では、保育所等整備交付金（＋481,308千円）です。

　　　一方、主な減少要因は、谷津小学校校舎改築事業負担金（△157,349千円）です。

　◆　１5款 県支出金

　　　主な増加要因は、県負担金で、子育てのための施設等利用給付費負担金（＋146,977千円）、

　　子どものための教育・保育給付費負担金（＋96,597千円）、障害者自立支援給付費負担金

　　（＋80,513千円）です。

　　　また、県補助金では、千葉県認定こども園施設整備交付金事業費補助金（＋54,540千円）です。

　　　一方、主な減少要因は、介護施設等整備事業交付金（△184,230千円）です。

　◆　１6款 財産収入

　　　主な減少要因は、芝園2丁目給食センター隣接地の不動産売払収入（△2,241,367千円）です。
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【歳出の状況】

　◎目的別経費の状況

(単位：千円）

１． 議 会 費

２．　総 務 費

３． 民 生 費

４． 衛 生 費

５． 労 働 費

６． 農 林 水 産 業 費

７． 商 工 費

８． 土 木 費

９． 消 防 費

10．教 育 費

11．公 債 費

12．諸 支 出 金

13．予 備 費

【主な増減理由】

◆総務費　

◆民生費　

◆衛生費　

（＋28,869千円）、前処理施設運営費（＋22,363千円）です。

◆土木費　

◆消防費　

助成事業（＋275,793千円）、民間認可保育所運営費助成事業（＋220,297千円）です。

（ ＋ 284,788 千 円 ） 、 （ 仮 称 ） 鷺 沼 地 区 土 地 区 画 整 理 事 業 （ ＋ 142,899 千 円 ） 、 道 路 維 持 補 修 事 業

（ ＋ 125,312 千 円 ） 、 被 災 住 宅 修 繕 緊 急 支 援 事 業 （ ＋ 62,500 千 円 ） 、 自 転 車 等 駐 車 場 維 持 管 理 事 業

（＋53,196千円）です。

　一方、主な減少要因は、谷津出張所建替事業（△32,967千円）、消防車両等整備事業（△28,581千円）です。
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運営費（葬祭）（△154,754千円）、母子健康診査事業（△21,250千円）です。

主な増加要因は、ＪＲ津田沼駅南口第二自転車等駐車場取得事業（＋643,116千円）、橋りょう対策事業

一方、主な減少要因は、下水道事業会計繰出金（△163,760千円）、千葉都市計画道路３・３・１５号線

外２線整備事業（△23,408千円）です。

　主な増加要因は、新消防庁舎建設工事費（＋1,388,208千円）、防災行政無線事業（＋94,856千円）です。

主 な 増 加 要 因 は 、 民 間 認 可 保 育 所 等 施 設 整 備 事 業 （ ＋ 599,370 千 円 ） 、 幼 児 教 育 ・ 保 育 無 償 化

対応事業（＋345,573千円）、障害者総合支援法に基づく給付事業（＋332,499千円）、認定こども園運営費

一方、主な減少要因は、放課後児童会運営費（△296,162千円）、（仮称）大久保こども園整備事業

（△220,516千円）、介護施設等整備事業（△184,380千円）です。

主な増加要因は、環境調査事業（＋40,522千円）、予防接種事業（＋32,379千円）、海浜霊園運営費

一方、主な減少要因は、芝園清掃工場延命化対策事業（第２期）（△478,358千円）、四市複合事務組合

△ 0.1

主な増加要因は、職員給与費（退職手当除く）（＋1,001,536千円）、旧庁舎等解体事業（＋429,014千円）、

マイナンバー交付事務費（＋98,313千円）です。

一方、主な減少要因は、大久保地区公共施設再生事業（△1,270,457千円）、公共施設等再生整備基金

積立金（△700,457千円）、退職手当（△253,104千円）、市長・市議会議員選挙（△81,610千円）、参議院議員

選挙（△61,272千円）です。

100,000 100,000 0 0.2 0.0

合      計 63,400,000 63,480,000 △ 80,000 100.0

5,177,540 4,769,098 408,442 8.2 8.6

409,797 1,944,996 △ 1,535,199 0.7 △ 78.9

3,949,031 2,480,628 1,468,403 6.2 59.2

8,332,263 9,726,474 △ 1,394,211 13.1 △ 14.3

830,783 834,455 △ 3,672 1.3 △ 0.4

5,893,626 4,576,319 1,317,307 9.3 28.8

19,900 18,182 1,718 0.0 9.4

90,943 84,856 6,087 0.2 7.2

26,000,074 24,959,673 1,040,401 41.0 4.2

4,502,219 5,035,124 △ 532,905 7.1 △ 10.6

464,963 476,203 △ 11,240 0.7 △ 2.4

7,628,861 8,473,992 △ 845,131 12.0 △ 10.0

款 令和2年度予算額 令和元年度予算額 比  較 構成比　％ 増減率　％



◆教育費　

◆公債費

◆諸支出金

　（２）性質別経費の状況　◎性質別経費の状況

（単位：千円）

予算額 構成比 予算額 構成比 増減率

Ａ ％ 特定財源 Ｂ ％ (C/B)%

１． 人 件 費 13,670,579 21.6 1,276,599 11,428,270 18.0 19.6

２． 物 件 費 10,769,131 17.0 2,585,950 12,412,738 19.5 △ 13.2

３． 維 持 補 修 費 181,710 0.3 22,097 182,255 0.3 △ 0.3

４． 扶 助 費 15,159,544 23.9 10,677,117 13,817,340 21.8 9.7

５． 補 助 費 等 3,758,054 5.9 474,903 4,127,266 6.5 △ 8.9

６． 公 債 費 5,174,282 8.1 1,337,574 4,765,840 7.5 8.6

普通建設事業費 8,825,955 13.9 6,951,196 8,762,350 13.8 0.7

う ち 事 業 費 支 弁 人 件 費 212,162 0.3 0 210,633 0.3 0.7

補 助 1,297,745 2.0 1,198,780 1,487,136 2.3 △ 12.7

単 独 7,528,210 11.9 5,752,416 7,275,214 11.5 3.5

災害復旧事業費 0 0.0 0 0 0.0 0.0

う ち 事 業 費 支 弁 人 件 費 0 0.0 0 0 0.0 0.0

９． 積 立 金 591,530 0.9 178,062 2,819,314 4.4 △ 79.0

10．投 資 ・ 出 資 金 0 0.0 0 2,200 0.0 △ 100.0

11．貸 付 金 623,000 1.0 623,000 623,000 1.0 0.0

12．繰 出 金 4,546,215 7.2 669,092 4,439,427 7.0 2.4

13．予 備 費 100,000 0.2 0 100,000 0.2 0.0

63,400,000 100.0 24,795,590 63,480,000 100.0 △ 0.1

8,825,955 13.9 6,951,196 8,762,350 13.8 0.7

53,192,300 83.9 17,021,669 50,950,629 80.2 4.4

34,004,405 53.6 13,291,290 30,011,450 47.3 13.3

13,882,741 21.9 1,276,599 11,638,903 18.3 19.3

（注）経常的経費合計には性質区分繰出金のうち、国民健康保険特別会計繰出金、介護保険特別会計繰出金、

　　　後期高齢者医療特別会計繰出金及び後期高齢者医療広域連合負担金の一部を含む。

※事業費支弁人件費とは…普通建設事業及び災害復旧事業の執行に必要な事務に係る人件費のことです。
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義務的経費(1+4+6) 20,713,115 3,992,955

事 業 費 支 弁 分 を 含 む 人 件 費 12,606,142 2,243,838

投 資 的 経 費 1,874,759 63,605

経 常 的 経 費 36,170,631 2,241,671

3,877,123 106,788

100,000 0

歳　出　合　計 38,604,410 △ 80,000

413,468 △ 2,227,784

0 △ 2,200

0 0

内
訳

98,965 △ 189,391

1,775,794 252,996

８．
0 0

0 0

3,836,708 408,442

７．
1,874,759 63,605

212,162 1,529

159,613 △ 545

4,482,427 1,342,204

3,283,151 △ 369,212

増減額

一般財源 (A－B)＝C

12,393,980 2,242,309

8,183,181 △ 1,643,607

主 な 増 加 要 因 は 、 新 た に 元 金 の 償 還 が 始 ま っ た こ と に よ る も の で 、 平 成 30 年 度 に 借 り 入 れ た

給 食 セ ン タ ー 建 替 事 業 で 160,288 千 円 、 平 成 28 年 度 に 借 り 入 れ た 臨 時 財 政 対 策 債 で 89,763 千 円

を償還することによるものです。

主な減少要因は、令和元年度において、市債管理基金への積立について、芝園２丁目給食センター隣接地の

不動産売払収入の一部1,540,910千円を計上していたことによるものです。

区　　　分

令 和 ２ 年度 令和元年度 比　　較

予算額の財源内訳

主な増加要因は、生涯学習複合施設管理運営費（＋116,597千円）、谷津小学校給食備品整備事業

（＋102,640千円）、第二中学校校舎改築事業（＋80,906千円）、小学校空調整備事業（＋50,977千円）です。

一 方 、 主 な 減 少 要 因 は 、 谷 津 小 学 校 校 舎 改 築 事 業 （ △ 1,420,700 千 円 ） 、 中 学 校 大 規 模 改 造 事 業

（△160,090千円）、特別支援教育推進事業（△66,827千円）、公民館施設整備事業（△36,366千円）です。



内　　　　　容 予算額(千円) 担当課

1 ★新規
習志野市立保育所私立化ガイドライン改定懇話会を開催し、同ガイ
ドラインを改定する。 177 こども政策課

2 ★新規
秋津幼稚園跡地を活用した秋津児童会・放課後子供教室を令和3年
度に開設するため、設計・工事を実施する。 51,630 こども政策課

3 ★新規

高等学校を卒業していないひとり親家庭の親及びひとり親家庭の児
童に対して、高等学校卒業程度認定試験の講座の受講に係る費用
負担の軽減を図るため、受講修了時給付金及び合格時給付金を支
給する。

300 子育て支援課

4 ★新規
令和6年度に開設する（仮称）向山こども園の設計を実施する（令和2
～3年度継続費）。 29,433 こども政策課

5 ◇拡充
ブレーメン実花こども園の改築工事、実籾保育園の認可保育所移
行、第一中学校区民間認可保育所の誘致に係る施設整備費等の一
部を補助する。

623,370 こども政策課

6 ◇拡充
コミュニティを基盤としたソーシャルワークの機能を担い、すべての子
どもとその家庭及び妊産婦等を対象としてその福祉に関し必要な支
援に係る業務全般を行う。

406 子育て支援課

7 ◇拡充

市立保育所・こども園における使用済紙おむつの持帰りを廃止し、保
護者の負担軽減を図る。
また、令和3年度からの市立こども園における3歳教育定員の拡大を
図る。

457,864 こども保育課

8 ◇拡充

民間認可保育所、私立こども園及び小規模保育事業所の安定した
保育の担保と一時保育､延長保育、障がい児保育等の多様な保育
サービスへの補助を図る。
また、平成29年10月から実施している保育士給与への月額36,000円
の上乗せを継続し、保育士の確保および定着を図るとともに、民間
認可保育所等に対して、保育士確保の支援の一環として、保育士の
宿舎を借り上げるための費用の一部を補助し、待機児童対策に繋げ
る。
さらに、市立保育所・こども園における使用済紙おむつの持帰りの廃
止に伴い、紙おむつの自園処理に係る経費の補助を実施する。

3,954,671 こども保育課

9 ◇拡充
個別支援計画に基づく継続的な支援体制の強化とライフサポート
ファイルの活用を推進する。 6,332

ひまわり発達
相談センター

10 ◇拡充

放課後児童支援員の確保に努めるとともに、児童育成支援の資質
の向上を図り、充実した放課後児童会の運営に取り組む。大久保東
小学校内で新たに実施する放課後子供教室と連携を図り、東習志
野、東習志野第二、東習志野第三、秋津児童会の民間委託化に取り
組む。また、公設公営児童会においておやつの一括提供を実施す
る。

175,003 児童育成課

11 ◇拡充

待機児童の解消に向けて、屋敷第三、向山第二、谷津南第三児童
会を開設し、令和3年度開設に向けて鷺沼第三児童会を学校敷地外
に整備する。また、児童会室の保育環境の充実を図るため、引き続
き施設整備を行う。

17,692 児童育成課

12 継続

全ての子どもに、質の高い幼児教育・保育を受ける機会を保障する
ため、令和元年10月から施行された幼児教育・保育の無償化とし
て、私立幼稚園、認可外保育施設等を利用する3歳児クラスから5歳
児クラスのすべての子どもたちと、0歳児クラスから2歳児クラスの非
課税世帯の子どもたちの利用料に対する給付を行う。

602,953 こども保育課

放課後児童会運営費

放課後児童会施設整備事業

ひまわり発達相談センター運営費

ひとり親家庭高等学校卒業程度
認定試験合格支援事業

民間認可保育所等施設整備事業

子ども家庭総合支援拠点運営事業

・保育所運営費
・こども園運営費

・民間認可保育所運営費助成事業
・小規模保育事業運営費助成事業
・認定こども園運営費助成事業

幼児教育・保育無償化対応事業

予算編成方針における重点事項の具体的事業

【子どもが健やかに育つ環境の整備を推進すること】

事業費合計  5,919,831千円

区分 事業名

（仮称）向山こども園整備事業

保育所私立化事業

旧秋津幼稚園跡地活用事業
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内　　　　　容 予算額(千円) 担当課

13 ★新規
「習志野市第2次学校施設再生計画」に基づき、向山小学校の長寿
命化改修工事のための設計を実施する（令和2～3年度継続費）。 18,639 教育総務課

14 ★新規
「習志野市第2次学校施設再生計画」に基づき、第二中学校の校舎
の全面改築工事のための基本設計及び実施設計を実施する（令和2
～4年度継続費）。

80,906 教育総務課

15 ★新規
小学校の特別教室を活用し、放課後等の安全・安心な居場所づくり
を推進する。令和2年度に大久保東小学校において開設予定。 10,644 社会教育課

16 ◇拡充

学習指導要領改訂等に伴い、小学校の英語指導助手を4名増置す
るとともに、小学校学級担任の英語指導力向上のためにティーチン
グアドバイザー（TA）を配置し、外国語活動及び外国語科の指導の
充実を図る。

61,270 指導課

17 ◇拡充

子どもの障がいに応じた適切な特別支援教育を推進するため、学校
配置、学級配置、個人配置の支援員を市立小中学校に配置する。ま
た、特別支援学級・通級指導教室の整備計画に基づき、特別支援教
育の学びの場の整備を行う。令和3年度、第五中学校に知的障がい
特別支援学級を開設予定。

8,894 指導課

18 ◇拡充
児童・生徒が使用するタブレット端末を増備し、情報活用能力の向上
と学習指導要領で示されている「主体的、対話的で深い学び」の実現
を図る。

149,904 総合教育センター

19 継続

アンケートなどをもとに、いじめの現状を把握し、小中学校における
いじめ防止対策に取り組む。また、いじめ問題対策連絡協議会及び
いじめ問題対策委員会を活用し、市と教育委員会が連携を図り、い
じめの未然防止・解消に向けて取り組む。

467 指導課

20 継続
学校図書館に学校司書を巡回配置することにより、小中学校の学校
図書の充実と読書教育の推進を図る。 2,449 指導課

21 継続
習志野市独自の学力調査を実施する。その結果を分析して課題を明
確にし、日々の学習活動に直結する具体的な指導改善を図る。小学
校4年生（国語、算数）、中学校1年生（国語、数学、英語）

2,330 総合教育センター

22 継続

老朽化した谷津小学校の校舎・体育館等の全面改築工事及び既存
校舎の解体工事を行う（平成30年度～令和3年度継続費）。
工事中のグラウンドの代替として近隣の公園を活用するにあたり、児
童の見守りや草刈委託を実施する。また、工事中のプール授業を千
葉県国際水泳場にて実施する。

1,495,617 教育総務課

23 継続
「習志野市第2次学校施設再生計画」に基づき、大久保小学校の校
舎・体育館等の全面改築工事のための基本計画の策定及び基本設
計を実施する（令和元年度～2年度継続費）。

67,922 教育総務課

24 継続
特別教室棟他の改修工事や第二グラウンド室内練習場の賃貸借な
ど、老朽化が進む施設の改修等を行う。 168,574 習志野高校

25 継続
「文化芸術基本法」の改正を受け、新たに「文化芸術の推進に関する
計画」を策定する（令和元年度～令和2年度継続費）。 2,651 社会教育課

26 継続
市民の自主的、自発的な学習活動を支援するため図書館資料を収
集・整備する。また、図書館資料の更新を進めることでより新鮮な情
報を提供する。

28,646 中央図書館

27 継続

大久保地区公共施設再生事業により令和元年11月に開設した習志
野市生涯学習複合施設「プラッツ習志野」において、各施設を一体
的・横断的に運営し、施策や事業、各施設の利用者を連携・融合さ
せ、相乗効果を生み出し、生涯学習の推進と地域の活性化を図る。

191,694 社会教育課

28 継続

ＰＦＩ事業として、施設整備、開業準備、維持管理・運営業務を一括し
て民間事業者に委託しており、そのサービス対価を支払う。平成29
年度当初予算で債務負担行為を設定済み。令和2年度は、施設整備
及び維持管理運営業務のサービス対価を計上している。

383,927 学校教育課

第二中学校校舎改築事業

谷津小学校校舎改築事業

大久保小学校校舎改築事業

高等学校施設整備事業

文化振興事務費

生涯学習複合施設管理運営費

給食センター施設整備・維持管理
運営事業

放課後子供教室事業

図書館資料整備事業

特別支援教育推進事業

英語指導助手招請事業

小学校パソコン推進事業
中学校パソコン推進事業

いじめ問題対策事業

読書活動推進事業

学力向上推進事業

【未来をひらく高水準な教育と生涯にわたる学びを推進すること】

事業費合計  2,674,534千円

区分 事業名

小学校長寿命化改修事業
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内　　　　　容 予算額(千円) 担当課

29 ★新規
後期高齢者医療広域連合からの受託事業として後期高齢者の保健
事業と介護予防事業を一体的に実施する。 2,464 健康支援課

30 ◇拡充
直ちに就労が難しい者を対象に、コミュニケーション能力の習得、生
活習慣の改善等の就労準備支援事業を実施し、就労に繋げ、自立
を支援する。

40,697 生活相談課

31 ◇拡充
老朽化に伴う東部保健福祉センターの屋上防水改修、外壁改修等
の外部改修工事を行う。 159,632 高齢者支援課

32 ◇拡充 習志野市立白鷺園2階居室2部屋のバリアフリー工事を行う。 13,430 高齢者支援課

33 ◇拡充
被保護者健康管理支援事業を行い、医療データに基づき被保護者
の生活習慣病発症予防や重症化予防を行う。 4,386 生活相談課

34 ◇拡充
永久歯のむし歯予防を推進するためフッ化物洗口事業を拡大する。
成人歯科健康診査の未受診者勧奨を実施し、受診率向上を図る。 15,537 健康支援課

35 ◇拡充
転倒予防体操推進員活動団体やサロン活動を行う団体等に対する
介護予防・生活支援サービス事業補助金により、介護予防に資する
住民運営の通いの場づくりを行う。

5,917 高齢者支援課

36 ◇拡充
在宅医療と介護サービスを一体的に提供するために医療機関と介
護サービス事業者などの関係者の連携を推進する。 698 高齢者支援課

37 継続
成年後見センターを業務委託にて運営し、市民後見人の育成・支援
業務を行うとともに、相談業務及び普及啓発業務を行う。 11,385 高齢者支援課

38 継続
令和3年度から令和5年度を計画期間とした「習志野市光輝く高齢者
未来計画2021（高齢者保健福祉計画及び第8期介護保険事業計
画）」を策定する。

3,145 高齢者支援課

39 継続
高齢者保健福祉計画・第7期介護保険事業計画に基づく地域密着型
サービスの整備を行う。 5,940 高齢者支援課

40 継続
生涯をとおした切れ目ない健康づくりを見据えた母子保健（習志野版
ネウボラ）体制を継続する。 7,009 健康支援課

41 継続
習志野市、船橋市、鎌ケ谷市、八千代市で構成する四市複合事務組
合が運営するしおかぜホール茜浜、馬込斎場に係る経費を負担す
る。

115,811 社会福祉課

42 継続
地域包括支援センター（高齢者相談センター）を設置し、その運営を
民間に委託する。 135,689 高齢者支援課

43 継続
医療・介護・生活支援サービスのネットワークの形成、認知症初期集
中支援チーム、認知症カフェ登録・補助事業により、効果的な支援を
行う。

21,469 高齢者支援課

44 継続

生活支援等サービスの提供体制整備を推進するため、コーディネー
ターを配置するとともに、関係者間のネットワークを構築するための
協議体を設置する。第1層協議体は、地域ケア推進会議へと取り扱う
議題を拡大し、事業の移行をする。

21,528 高齢者支援課

地域包括支援センター運営事業

認知症支援推進事業

在宅医療・介護連携事業

生活困窮者自立支援事業

生活保護支援対策事業

市民後見推進事業

生活支援体制整備事業

白鷺園運営費

介護施設等整備事業

後期高齢者保健事業

歯科保健事業

母子保健活動事業

四市複合事務組合運営費（葬祭）

高齢者保健福祉計画及び介護保険
事業計画策定事業

東部保健福祉センター運営費

地域介護予防活動支援事業

【誰もが健康を維持できる保健・医療・福祉を充実すること】

事業費合計  564,737千円

区分 事業名
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内　　　　　容 予算額(千円) 担当課

45 ◇拡充
旧庁舎及び旧市民課棟を解体し、整地する（令和元年度～令和2年
度継続費）。また引き続き、旧土木詰所等を解体し、民地との敷地境
の法面工事を実施する（令和2年度～令和4年度継続費）。

517,638 契約検査課

46 継続

公共施設再生計画のモデル事業として、中央公園に隣接する老朽
化した公共施設を再生し、中央公園と一体的に整備を行う。令和2年
度は北館別棟を第2期オープンする。また、機能停止する集約対象
施設の跡地活用について、引き続き検討を進めていく。

308,589 資産管理課

47 継続
道路舗装維持管理計画等に基づき、舗装及び擁壁の維持補修工事
を実施する。 224,432 街路整備課

48 継続
橋りょう長寿命化修繕計画に基づき、鷺沼西跨線橋、ふれあい橋の
補修工事を実施する。 317,066 街路整備課

49 継続

老朽化、耐震性能に課題がある消防庁舎を防災拠点施設として回
復するために新消防庁舎を建設する（令和元年度～令和3年度継続
費）。
訓練棟の設計を実施する（令和2～3年度継続費）。

1,616,558 資産管理課

内　　　　　容 予算額(千円) 担当課

50 ◇拡充
ＡＩを活用して音声からテキスト化するシステムを導入し、人力より早く
テキスト化することで時間短縮、業務の効率化を実現する。 68,244 情報政策課

51 ◇拡充
ＲＰＡツール・ＡＩ－ＯＣＲを用いて業務効率化を本格実施する。タブ
レット型パソコンを導入してペーパーレス会議を実施する。 103,416 情報政策課

52 ◇拡充 19,455 税制課

53 ◇拡充 82,578 市民課

54 継続
総務省から示された統一的な基準による財務書類を作成し、発生主
義・複式簿記から得られるストック情報やコスト情報を提供する。 3,261 会計課

55 継続
調査区設定から調査員割り当て、調査員用案内地図作成や報酬計
算に至るまで、統計調査に係る事務を一元管理することにより、統計
調査に係る経費削減及び業務負担軽減を図る。

814 総務課

【経営改革大綱の着実な実行により、財政健全化を推進すること】

旧庁舎等解体事業

道路維持補修事業

橋りょう対策事業

戸籍・住民基本台帳等事務費

情報通信基盤整備事業

ＩＣＴ機器等整備事業

統一的な基準による地方公会計の
整備促進事業

基幹統計調査

事業費合計  277,768千円

区分 事業名

税制課事務費
窓口業務の一部委託化及び手数料のキャッシュレス化により、業務
の効率化と市民の利便性を図り、更なる市民サービス向上を推進す
る。

大久保地区公共施設再生事業

新消防庁舎建設工事費
新消防庁舎建設関連事業費

【公共施設等総合管理計画に基づく取組を推進すること】

事業費合計  2,984,283千円

区分 事業名
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内　　　　　容 予算額(千円) 担当課

56 ★新規

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」第6条第1項の規定に基づ
き、令和4年度からの本市の一般廃棄物の処理・処分に関して、長期
的・総合的視野に立った基本的事項を示す次期一般廃棄物処理基
本計画の策定を、令和2年度から3年度までの継続事業として実施す
る。

3,344 クリーンセンター
クリーン推進課

57 ★新規

（仮称）鷺沼地区土地区画整理事業に伴い、国・県との農林調整に
必要な基礎調査を行うとともに、「習志野市農業振興地域整備計画」
の見直し、改定を行い、今後の本市農業のあり方について検討する
（令和2～3年度継続費）。

12,441 産業振興課

58 ★新規
仲よし幼稚園跡地の売り払いにおいて、事業共同体と締結した基本
協定書及び土地売買契約書に基づき、JR津田沼駅南口第二自転車
等駐車場を取得する。

643,116 防犯安全課

59 ◇拡充
東京オリンピック聖火リレーにかかる盛り上げ施策及び沿道整理等
を実施する。東京パラリンピック聖火リレーの採火式を開催する。 1,323 総合政策課

60 ◇拡充
利便性の高いデジタル社会の実現に向け、マイナンバーカードの普
及促進を図る。 119,432 市民課

61 ◇拡充
姉妹都市タスカルーサ市の青少年を受け入れるとともに、習志野市
国際交流協会による市内高校生の派遣を支援し、相互交流を通じて
国際感覚の醸成を図る。

16,461 協働政策課

62 ◇拡充
芝園清掃工場にて一括保管している高濃度ＰＣＢ含有安定器につい
て、3年に分割して処分する（3回処分のうち1回目）。 59,633 環境政策課

63 ◇拡充
人口減少社会に対応した、持続可能なまちづくりを進めていくため、
立地適正化計画策定に向けた取組みを実施する。また、都市計画道
路等見直し方針に基づき、都市計画決定・変更手続きを進める。

23,289 都市計画課

64 ◇拡充
土地区画整理事業の事業化に向け、必要な現況・地区界測量、区画
整理事業調査委託等を行う。また、勉強会等を通じた地権者の合意
形成や、都市計画及び農林業関係機関との協議、調整を図る。

142,899 区画整理課

65 継続
若者や子育て世代の定住促進と魅力あるまちづくりに向けた“習志
野ブランド”の創出、まちの魅力・情報の効果的な発信に取り組む。 3,500 広報課

66 継続

犯罪知識の普及と啓発活動の推進、講演会・研修会等による人材の
育成、小中学校の児童・生徒による「キラット・ジュニア防犯隊」の充
実等、防犯施策を実施することにより、協働と自主自立の基本理念
に基づいた、安全で安心して暮らせる生活環境の構築を図る。

2,300 防犯安全課

67 継続
ＪＲ津田沼駅周辺地域まちづくり検討方針で掲げた交通結節機能の
充実を図るべく、ＪＲ津田沼駅南口駅前広場の基本設計業務を行う。 38,700 都市再生課

68 継続
交通安全教室やスケアード・ストレイト交通安全教育等の啓発活動を
行い、交通安全の重要性について意識付けを図る。 1,348 防犯安全課

69 継続
市道13－001号線の道路改良工事を行い、市民の安全な通行を確
保する。 180,300 街路整備課

70 継続

多種多様な災害に備えるため、緊急走行可能で多人数を搬送できる
支援車の整備及び谷津奏の杜出張所ポンプ自動車を更新する。今
後も消防車両更新計画に合わせて消防車、救急車等の更新を行い
消防力の強化を図る。

75,738 警防課

71 継続
自主防災組織の設立に必要な資機材等の交付及び防災活動経費を
助成する。 11,379 危機管理課

72 継続 防災行政無線設備の整備及び保守維持管理を行う。 209,695 危機管理課

73 継続 総合防災訓練を実施する。 1,129 危機管理課

消防車両等整備事業

自主防災組織事業

防災行政無線事業

総合防災訓練事業

道路改良事業

農業振興地域整備計画改定事業

JR津田沼駅南口第二自転車等
駐車場取得事業

国際交流推進事業

マイナンバー交付事務費

（仮称）鷺沼地区土地区画整理事業

環境調査事業

都市再生事業

都市計画課事務費

総合政策課事務費（オリンピック・
パラリンピック関連事業費）

一般廃棄物処理基本計画策定事業

まちの魅力発信事業

【その他】

事業費合計  1,546,027千円

区分 事業名

犯罪のない安全で安心なまちづくり
事業

交通安全推進事業
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　※一般会計

６３４億円（令和元年度６３４億８千万円、前年度より８千万円、０．１％減）

２８７億円（令和元年度２８４億円、前年度より３億円、１．１％増）

　※自主財源とは市税・使用料等市が自主的に収入しうる財源のこと。

６１．１％（令和元年度６１．９％、前年度より０．８ポイント減）

　※義務的経費とは人件費・扶助費・公債費の計で任意に削減できない経費のこと

５３．６％（令和元年度４７．３％、前年度より６．３ポイント増）

人件費　　　２１．６％（令和元年度１８．０％）

扶助費　　　２３．９％（令和元年度２１．８％）

公債費　　　　８．１％（令和元年度　７．５％）

　※企業会計を含む全職員数の令和2年4月1日見込み

１,４４９人（平成３１年４月１日１,４３７人、前年度より１２人増）

　※一般会計の地方債と債務負担行為の計の令和2年度末見込み

　※実質的債務とは、債務負担行為のうち、委託料や賃借料等、適債性のない維持管理

　　 経費等を除いたもので、決算における健全化判断比率算定の基礎となるもの

７３５億円（令和元年度末見込み　７３５億円、前年度より２千万円減）

実質的債務としては、６３０億円（令和元年度末見込み　６３６億円、前年度より６億円減）

　※全会計の令和2年度末見込み

１３０億円（令和元年度末見込み１８０億円、前年度より５０億円減）

令和２年度予算における主な数値

基金現在高

予算規模

市税収入

自主財源比率

義務的経費比率

職員数

債務残高
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